
 

２ 庶務諸給与事務 

 

(1) 不適切な服務管理 

 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

政策企画部 

危機管理室消防防災課 

 

健康医療部 

保健医療室医事看護課 

保健医療室地域保健感染

症課薬務課 

 

府民文化部 

男女参画・府民協働課 

 

住宅まちづくり部 

 建築指導室 

 

春日丘高等学校（３件） 

≪政策企画部 危機管理室消防防災課≫ 

 人間ドック受診後に、職務に服するべき時間があったにもかかわ

らず、全日にわたって職務専念義務が免除されているものがあった。 

当該職員は、直接監督責任者に実際に要した時間を報告しなかっ

たため、出勤簿の取扱いが全日職免のままとなっていた。 

職員からの実際に要した時間の報告及び直接監

督責任者の確認を行い、職務専念義務の免除手続

のルールを遵守することを徹底されたい。 

≪政策企画部危機管理室消防防災課≫ 

職務専念義務免除の取扱い規定に基づき、実際、

検診に要した時間以外は、年休取得をさせるなど、

必要な是正措置を行った。 

また、人間ドック受診時における服務管理の取

扱いについて、直接監督者はもとより、所属職員

に周知徹底を図った。 

≪健康医療部 保健医療室医事看護課≫  

 週休日に勤務を命じられ、週休日の振替を行われた職員が、当該

週休日の振替の事実を失念し、振替後の週休日に勤務していた。 

 (1) 当該職員の総務事務システムの出勤簿一覧（職員別）の平日

の事由欄が「振休」の表示となっていたが、同日に出勤及び退

勤時刻の記録もあった。これは、一見して矛盾していると分か

る状態であったが、発見されず是正されていなかった。 

(2) 当該職員の週休日の勤務について、当該職員による時間外勤

務の届出、及び直接監督責任者による時間外勤務命令が行われ

ていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

速やかに必要な是正措置を講じるとともに、職

員の勤務時間、休日、休暇等に関する事務取扱要

領を遵守し、部の人事担当者による出勤の点検を

徹底されたい。 

【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する事務

取扱要領】 

第２ 勤務時間の管理等 

２ 時間外勤務、休日勤務 

(3) 週休日及び休日における勤務命令 

ａ  所属長又は直接監督責任者は、やむを

得ない事由により、週休日又は休日に勤

務を命ずる場合は、原則として、（中略）

週休日の振替又は（中略）代休日指定に

よることとする。 

第３ 出勤簿管理 

処務規程第 21 条に定める出勤簿に関し、

本庁各室課及び出先機関（以下「所属」とい

う。）における取扱いについて次のとおり定

めるものとする。 

１ 出勤簿取扱責任者等 

(1) 出勤簿の管理に当たり、所属長を出勤簿

取扱責任者とする。 

(2) 出勤簿の点検・整理等に当たって、シス

テムによる場合は直接監督責任者がこれ

を行い、簿冊（書面）による場合は出勤簿

取扱責任者が指定した者がこれを行う。 

   (3) 各部、局の人事担当者は、所属の出勤簿

を随時点検するものとする。 
 

≪健康医療部保健医療室医事看護課≫  

週休日の振替日勤務について、時間外勤務命令

を行い、時間外勤務実績を入力させる等 

適正な処理を行った。 

 また、直接監督責任者はもとより所属職員に、

出勤簿管理、時間外勤務命令等各種届出の適正な

手続・留意点について、周知徹底、注意喚起を図

るとともに、出勤簿の点検及び確認報告を毎月確

実に行うことを徹底した。 

人事担当者による出勤簿の点検について徹底す

る。 



 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 ≪健康医療部 保健医療室地域保健感染症課≫ 

 健康管理事業の健診（精密検査）受診後に、職務に服するべき時

間があったにもかかわらず、全日にわたって職務専念義務が免除さ

れているものがあった。 

当該職員は、直接監督責任者に実際に要した時間を報告しなかっ

たため、出勤簿の取扱いが全日職免のままとなっていた。 

速やかに必要な是正措置を講じるとともに、職

員からの実際に要した時間の報告、及び直接監督

責任者の確認を行い、職務に専念する義務の免除

手続のルールを遵守することを徹底されたい。 

【勤務時間、休日、休暇、出勤簿、服務（ＨＴ

ＭＬ）第７章】 

職員には、地方公務員法第 35条の規定により

職務に専念する義務が課せられており、法律又

は条例に特別の定めがある場合に限り、これを

免除することができるとされている。 

一日健診及びその他健康診断の受診について

は、職務に専念する義務の特例に関する条例第

２条第２号の「厚生に関する計画」の実施に参

加する場合に該当する。この承認については、

１次健診、精密検査の受診及びその結果説明に

要する時間について、あらかじめ任命権者の承

認を得て、その職務に専念する義務を免除する

ものである。 

 

≪健康医療部保健医療室地域保健感染症課≫ 

職務専念義務免除の取扱い規定に基づき、健診

に要した時間以外は年休取得させるなど、必要な

是正措置を行った。 

 また、直接監督責任者はもとより、所属職員に、

職務専念義務免除申請や年次休暇届等各種届出の

適正な手続・留意点について、周知徹底、注意喚

起を図った。 

≪健康医療部 薬務課≫ 

 出退勤記録のないものが放置されていた（２名、合計３件）｡ 

職員名 
日付 

出勤簿 

表示 
原因 

職員Ａ 
平成25年 

２月28日 

出退勤 

なし 
年休日付の入力誤り 

 

職員Ｂ 

 

平成25年 

３月６日 

出退勤 

なし 
管外出張の入力誤り 

(宅発・宅着の入力漏

れ) 
平成25年 

３月８日 

出退勤 

なし 

 

速やかに必要な是正措置を講じるとともに、職

員の勤務時間、休日休暇等に関する事務の取扱い

を遵守することを徹底されたい。 

【勤務時間、休日、休暇、出勤簿、服務（ＨＴ

ＭＬ）第６章他】 

出勤の記録は、職員本人がオンラインタイム

レコーダー（ＯＴＲ）により行う。 

 出勤の記録がない場合「遅参・早退・未入力

リスト」に掲示されるとともに、職員本人及び

直接監督責任者等の総務事務システムトップペ

ージにお知らせ表示される（20日間）。 

 直接監督責任者は、「遅参・早退・未入力リス

ト」を確認し、必要な出勤簿修正を行うことと

されている。 

 

≪健康医療部薬務課≫ 

職員Ａ及びＢに対して、出勤簿の入力誤りにつ

いて確認し、出勤簿の修正を行った。 

また、職員、監督者、担当者全てに対して、出

勤簿だけではなく、時間外勤務手当、宿日直手当、

管内管外出張等服務に関する届出について、注意

喚起を行い、服務の注意事項について周知徹底を

図った。 

≪府民文化部 男女参画・府民協働課≫ 

 出勤簿の修正が誤っているもの、出退勤記録等のないものが放置

されていた（５名、合計７件）。 

職員名 日付 出勤簿表示 原因

平成25年2月4日 出退勤なし 管内出張による打刻忘れ

平成25年3月18日 退勤なし 打刻忘れ

平成25年4月16日 退勤なし 打刻忘れ

職員Ｂ 平成25年2月4日 出勤なし 管内出張による打刻忘れ

職員Ｃ 平成25年3月5日 早退あり 出張日の入力誤り

職員Ｄ 平成25年3月21日 退勤なし 管内出張による打刻忘れ

職員Ｅ 平成25年4月11日 退勤なし 打刻忘れ

職員Ａ

 
 

≪府民文化部男女参画・府民協働課≫ 

出勤簿の誤りを訂正するとともに、出退勤記

録の不備を解消した。 

また、勤務時間及び休日休暇等に関する事務

の取扱いについて、直接監督責任者はもとより、

所属職員に周知を徹底した。 



 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 ≪春日丘高等学校≫ 

 出退勤記録に「遅参あり」となっているものが放置されていた（２

名、合計２件）。 

職員名 日付 出勤簿表示 原因 

職員Ａ 
平成24年 

８月８日 
遅参あり 

職免入力 

誤り 

職員Ｂ 
平成24年 

10月１日 
遅参あり 

年休入力 

忘れ 

 

 ≪春日丘高等学校≫ 

職員Ａについては平成25年５月22日に、職員Ｂ

については同年５月30日に修正した。 

従前より、出退勤記録のない場合は文書及び口

頭で確認、修正届の提出による速やかな修正に努

めてきたが、今後、より一層、職員の勤務時間、

休日休暇等に関する事務取扱について遵守及び、

速やかな文書による修正手続を徹底するよう、職

員会議において周知した。 

 

≪春日丘高等学校≫ 

 教育公務員特例法第 20条第２項の規定に基づく研修（承認研修）

において、研修計画書と総務サービス事業（システム）で行う研修

承認願との研修日時が一致せず、当該研修の場所は自宅であるが、

その必要性や成果が明らかでないもの（Ａ教員）が１件あった。 

研修計画書の研修場所と承認された研修場所とが一致しないもの

(Ｂ教員) が１件あった。 

 

・教員Ａの場合 

研修計画書 研修承認願 

日時 場所 日時 場所 

７月 30日全日 自宅 ７月 30日全日 自宅 

７月 31日全日 自宅 ７月 31日全日 自宅 

８月 20日全日 自宅 ８月 20日全日 自宅 

  ８月 21日全日 自宅 

８月 22日全日 自宅 ８月 22日全日 自宅 

８月 23日全日 自宅 ８月 23日全日 自宅 

 

 

 

承認研修のうち特に自宅研修について、承認研

修の日時、場所、内容等についてチェック体制の

強化を図るなど再発防止のための措置を講じられ

たい。 

 

【教育公務員特例法第20条第２項の規定に基づ

く研修の取扱いについて（平成14年５月20日

付け教委職企第78号 教育長通達）】 

 

六 留意事項 

１ 校長は、当該研修が勤務時間内において実

施されるものであり、給与の支給があること

を踏まえ、研修が府民等から見てもふさわし

い内容・意義を有するものであり、教員等の

資質向上に資する上で相当であるという事

由が認められた場合に承認するものとする。 

なお、承認に当たっては、次の点に十分留

意すること。 

① 校長は、研修成果が見込まれる研修 

であることを、教員等から確認すること。 

② 校長は、研修成果をあげる上で最適の場

所であるかどうかについて、教員等から確

認すること。 

なお、自宅における研修については、特に、 

上記の点に留意して承認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

教員Ａについて 

 ８月 21日の研修承認については、実際には出張

であったが、研修承認願が提出されていたため、

誤って出張と研修を二重に承認した。そのため、

総務サービス事業（システム）による研修承認願

を取消する措置を講じた。 

また、提出されている研修計画書、研修報告書

に基づいて、教員Ａ（英語科担当）にヒアリング

を行い、自宅での研修が適正に行われていたこと

を再確認した。 

なお、当該研修は、学校では視聴できない放送

を、自宅において視聴、録画し、教員Ａの英語力

の向上はもとより、授業に活用するための教材研

究として行われたものであり、その必要性は十分

に認められるものであった。 

さらに、准校長による日々の授業観察において、

当該研修で作成された教材が授業に活用され、生

徒の学習意欲及び英語力の向上に有効であったこ

とを確認しており、またその成果についても確認

した。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 

研修目的 

 

研修計画書には、「ウェブ、ＤＶＤ等を利用してできる

だけ多くの英語に接し、英語力を磨く。あわせてＩＴ

技術を利用した教材の研究をする。」と記載。 

研修内容 

 

研修計画書には、「Ｗｅｂサイト、ＣＳ放送、ＤＶＤ、

ＮＨＫオンデマンド等を利用して、できるだけ長時間、

生きた英語に触れる。合わせて録音、録画したものを

授業に利用できる形にする研究をする。」と記載。 

研修による成果 

及びその活用方

法 

研修計画書には、「教材作成」「後期以降の授業に活用

する。」と記載も、研修報告書にはこれらに関する具体

的な成果の記載はほとんどない。 

 

 

・教員Ｂの場合 

 

研修計画書 研修承認願 

日時 場所 日時 場所 

８月 16日 図書館 ８月16日 図書館、自宅 

８月 20日 自宅、図書館 ８月20日 自宅 

 

 

 

 

 教員Ｂについて 

 ８月 16日、20日ともに、総務サービス事業（シ

ステム）による研修承認願に記載された場所での

研修が確認されたため、研修計画書の記載を修正

する措置を講じた。 

 

 なお、今後、研修を承認するに当っては、研修

計画書が提出された時点において本人に対するヒ

アリングを実施し、その内容が教員の資質向上に

資するものであるか等の確認を、複数の管理職（准

校長、教頭）で行うなど、チェック体制の強化を

図る。 

特に、自宅研修の承認に当っては、研修の内容

から研修場所が自宅に相応しいかどうか、学校（勤

務公署）でできない客観的な理由が存在するか等

の具体的な確認を行う。 

また、研修終了後の研修報告書に関係書類の添

付を求め、研修内容やその成果を十分に確認する。

その上で成果物としての報告書を教員間で共有す

るとともに、授業への還元を明らかにするための

公開授業を進めていく。 

 

以上について、職員会議において、准校長から

教職員に周知した。 

≪住宅まちづくり部 建築指導室≫ 

 病気休暇取得申請において、確認書類が添付されていないものが

あった（１名分、３件）。 

 

病気休暇承認に係るチェック体制の強化を図る

など再発防止のための措置を講じられたい。 

 

≪住宅まちづくり部建築指導室≫ 

添付されていなかった確認書類について、病気

休暇取得申請者から診断書を徴取し、通院の事実

を確認した。 

病気休暇の承認に当たっては、診断書等による

事由の確認をグループ長等及び所属長（総括補佐）

により二重チェックしたうえで承認することとし

再発の防止を図っている。 

 

 

 

【教育公務員特例法第22条第２項に基づく

研修の制度運用について（平成17年９月21

日付け教委職企第1529号 教育長通知）】 

 

２）具体的な運用に当たっての留意事項 

(1)承認手続きの遵守 
研修承認事務手続きについては、平成 14年

５月 20日付け教育長通達に基づき、事前の研

修計画書、研修承認願（総務サービス事業での

承認）、及び研修終了後の研修報告書が提出さ

れなければならないものである。 

校長は、研修の承認にあたっては、計画の段

階から、研修目的・内容、研修場所、具体的な

研修成果の活用方策等を確認の上、承認すべき 
であり、また、研修終了後の研修報告書も関

係書類の添付を求めるなど、研修内容が確認

できるものとする必要がある。 

なお、研修として相応しくないと考えられる

場合や自己の用務・休養等にあてるなど研修の

実態を伴わない場合は、年次休暇等で処理する

など、服務監督権者として、強く指導する必要

がある。 



 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 ≪春日丘高等学校≫ 

 病気休暇承認申請において、確認書類が添付されていないものが

あった（４名分、６件）。 

 

職員名 病気休暇取得日時 確認書類 

職員Ａ 

 

平成24年７月17日14 時～17 時 添付なし 

平成24年８月28日14 時～17 時 添付なし 

平成24年９月25日14 時～17 時 添付なし 

職員Ｂ 平成24年９月３日８時30分～10時20分 添付なし 

職員Ｃ 平成24年11月19日13時５分～17時 添付なし 

職員Ｄ 平成25年３月29日13時～17時 添付なし 

 

 

病気休暇承認に係るチェック体制の強化を図る

など再発防止のための措置を講じられたい。 

 

【病気休暇の承認手続きの見直しについて（平

成20年５月20日付け教委職企第1215号 教職

員企画課長通知）】 

手続マニュアル 

１ 職員は、あらかじめ（急病等でいとまが

ないときは、事後速やかに）校長等に、

システムによる場合は「病気休暇願（電 

子様式第４号）」により、書面による場合

は「病気休暇願（書面様式第７号）」によ

り、願出を行う。 

(1) ７日以上の病気休暇については、大阪

府立高等学校等処務規程第12条第３項及

び大阪府立高等専門学校処務規程第12条

第３項に基づき、医師の診断書の添付が

必要 

(2) ７日未満の病気休暇については、医師 

の診断書又は証明書等の添付が必要（中略） 

（留意点） 

１ 承認に当たっての注意事項 

(1) 全く資料の提出がなく、「病気休暇」理

由欄に状況を記入しているだけでは承認

できない。 

(2) 時間単位の病気休暇を承認する場合

は、校長等において、勤務時間内に通院

する必然性とともに、必要と認められる

時間帯を適切に判断する。 

(3) 確認書類については、各学校で１年間

（各種休暇願の保存期間）保存するもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪春日丘高等学校≫ 

職員については、下記の措置を行うとともに、

職員会議において、病気休暇に関する手続の注意

喚起を行った。 

職員

名 

病気休暇 

取得日 

事後措置 

Ａ 平成24年 

７月17日 

領収書等を再提出済 

Ａ 平成24年 

８月28日 

領収書等を再提出済 

Ａ 

平成24年 

９月25日 

 

14:00～16:00年休に修正済、

16:00には帰校し業務に復帰し

たことを教頭（当時）が確認済 

Ｂ 平成24年 

９月３日 

領収書等を再提出済 

Ｃ 
平成24年 

11月19日 

領収書等を再提出済 

Ｄ 平成25年 

３月29日 

領収書等を再提出済 

 

 

 

今後は、確認書類提出後に総務サービス事務（シ

ステム）により承認し、承認画面を出力した紙に

確認書類を貼付してファイルに整理・保管するこ

とで再発を防止する。 

 

 

 

 

 

 


